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極大な実行可能流を ｢ 極大流 ｣とよぶ。最小極大流問題はネットワークの流量値が最小となる極大流を求め
る問題である。
　多基準最適化問題は，システム全体の制御が不可能な状況下で有効なモデルであり，構成する部分システ
ムごとに基準をみたす解集合（有効集合）を求める問題である。有効集合上の解は比較的求めやすいが，本
来の望ましい解から大きく異なる可能性も高い。有効集合上の最適化問題を考えることにより，解を有効集
合に限定する非効率性を評価することは重要である。有効集合上の最適化問題の解法としては，大域的最適
化手法に基づき，正則性の仮定の下で収束性が保証された解法が提案されている。
　最小極大流問題は有効集合上の最適化問題の一例であり，最適解を求めることにより，有効集合である極
大流集合のみに解を限定することで損なうネットワークの非効率性を検証することができる。ただし最小極
大流問題は基準の数が多く，さらに正則性の仮定が非現実的であるため，有効集合上の最適化問題の中でも
特に困難な問題である。
　本論文では，これらの困難を克服し，かつ数値的に安定な新たな解法が提案されている。正則性につい
ては，有効集合（極大流集合）を ε摂動させ，正則性をもつ新たな問題を考えるとともに，問題の構造を利
用して，最適解が元の問題の最適解と一致する摂動幅の存在を理論的に示している。数値的な安定性に関
しても，有効集合を定義するギャップ関数の定義域を拡張し，有効集合が空となっても数値的に安定な挙
動が得られる工夫を加えている。以上を準備した上で，大域的最適化手法である切除分割法と外部近似法
－ 232 －
に基づく 2つの解法を提案し，切除分割法については有限回停止で最適解が得られることを，外部近似法
については最適解に収束する暫定解点列が生成されることを示している。さらにそれぞれの解法に，問題
の流量保存制約を利用して変数の個数を減少させ，初期解の生成における発見的解法の導入する改良を加
えている。最後に提案した解法と既存の解法の数値実験比較を行い，変数の数が増えるほど提案した解法
が優れていること，また初期解の生成法の改良がきわめて有効であることが報告されている。
審　査　の　結　果　の　要　旨
　本論文の意義は，最小極大流問題という困難な問題に対して，理論のみならず実際の数値計算も考慮した
上で厳密に最適解を与える解法を提案している点にある。まず 2章から 4章では関連する既存研究について
順を追って概説し，最小極大流問題に対しては基準数の個数に依存しない新たな解法が必要であることを述
べている。5章では，以上の考察から 2つの新たな解法が提案されている。これらの解法は数値計算上の配
慮に基づくギャップ関数の拡張と，理論的な収束性を保証するための問題の ε摂動という 2つの独自の工夫
に基づいている。いずれの解法も，基準数の個数に依存しない空間内に点列を生成し，さらに有限回あるい
は無限解の反復ののち最適解に収束するという望ましい性質を保有している。本論文の特長は，さらに数値
計算上の改良に関しても詳細な議論を行っている点である。基底行列分解を利用して変数の数を減少させ，
初期点の生成に発見的解法を利用している。計算機実験では，頂点数 14，枝数 30程度のネットワークに対
する最適解がほぼ 10分程度で算出されている。論文では，この規模のネットワークに対する最大流と最小
極大流の違いを示す興味深いグラフ例が描かれているが，最小極大流問題の難しさを改めて物語っている。
問題がネットワーク構造を持ちながら，その利点がモジュラ性（有限回収束性の保証）や基底行列分割（数
値計算上の改良）等の利用に留まっており，解法そのものに生かされていない点は惜しまれるが，きわめて
難しい問題に対して理論的な収束性のみならず，計算機実験の上でも有効な解法を提案，実装した功績は大
きい。
　よって，著者は博士（工学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
